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該当はあるものの金額等が表示単位未満である場合は「0」、該当がない場合は「-」で表示しています。

令和6年4月1日から5月31日までの出納整理期間の収支については、年度内に行われたものとして作成して
います。

各種指標における、令和4年度の類似団体の金額及び比率等は現時点で公表されていないため「-」で表示
しています。

令和５年度 米沢市財務書類の公表について

　地方公共団体の会計は、現金の流れに中心を置いた単式簿記（現金主義）で行われ

ています。単式簿記は、家計簿や町内会の会計簿など私たちの身近なところでもよく

目にする会計処理であり、非常に分かりやすく適正な出納管理を行うことができま

す。

　しかし、資産や負債などのストックに関する情報が不足することや、現金支出を伴

わない費用を把握することができないなどの弱点があり、それらを補完することがで

きる複式簿記（発生主義）による新たな財務書類の整備が全国的に進められ、本市で

も平成20年度決算から本格的に取り組んできました。

　この間、多くの地方公共団体が財務書類の作成・公表を行ってきましたが、本市が

採用していた「総務省方式改訂モデル」のほか、「基準モデル」、「東京都方式」な

ど、複数の作成方式が存在したことに加えて、同一の作成方式であっても、固定資産

台帳の整備状況により資産計上額に差が生じるため、団体間での比較が難しいなどの

課題がありました。

　このため総務省は、平成27年1月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進に

ついて〔総務大臣通知〕」を示し、平成27年度から29年度までの3年間で、全ての

地方公共団体において「統一的な基準」による財務書類等を作成するよう要請しまし

た。これを受けて、本市では平成28年度決算から、「統一的な基準」による財務書

類の作成・公表を行っています。

　この財務書類は、民間企業における財務書類に準じて地方公共団体の財務状況を表

すものとして総務省が示した作成手順によるものであり、資産と負債の状況や減価償

却費等の単式簿記の公会計では表されない費用等を明確にしています。これまでの歳

入歳出決算の状況に加えてこの財務書類をご覧いただくことにより、本市の財政状況

をより深くご理解いただければ幸いです。

本冊子で掲載している金額等は、各項目で表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致
しない場合があります。
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１　財務書類とは

※1　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高
　　を足したものと対応します。
※2　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※3　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

※4　説明をわかりやすくするため、附属明細書は省略しています。

　　財務書類は、次の４表で構成され、それぞれの表が連動してその団体の財務状況を表し
　ます。

・対象とする会計（団体）の範囲により、一般会計等、全体、連結の３種類の財務書類を
　作成しています。それぞれが対象とする会計（団体）の範囲は次のとおりです。
※この概要では、一般会計等について説明します。

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資 産

純資産

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

うち

現金

預金

負 債

米沢市土地開発公社

(公財)米沢上杉文化振興財団

(一財)米沢市スポーツ協会

(一社)米沢観光コンベンション協会

㈱米沢市食肉公社

㈱天元台

㈱アクセスよねざわ

置賜広域行政事務組合

山形県後期高齢者医療広域連合

松川堰組合

山形県消防補償等組合

山形県自治会館管理組合

国民健康保険事業勘定特別会計

後期高齢者医療費特別会計

介護保険事業勘定特別会計

青果物地方卸売市場費特別会計

と畜場及び食肉市場費特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

市立病院事業会計

一般会計

物品調達費特別会計

対象とする会計(団体)の範囲
連 結

全 体

一般会計等

特別会計、企業会計

一部事務組合等

第三セクター等

※1

※2

※3
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（１）一般会計等貸借対照表

（単位：百万円）

R5 R4 R5-R4 R5 R4 R5-R4

1.固定資産 116,867 118,528 △1,661 1.固定負債 37,898 39,593 △1,695

　有形固定資産 106,802 109,035 △2,233 　地方債 33,414 35,139 △1,725

　　事業用資産 58,455 59,114 △659 　長期未払金 440 531 △91

　　　うち土地 27,958 27,868 90 　退職手当引当金 4,044 3,923 121

　　　うち建物 27,256 27,864 △608 2.流動負債 4,017 3,862 155

　　　うち工作物 2,461 2,680 △219
　１年以内償還予定

　地方債
3,507 3,392 115

　　インフラ資産 47,199 48,790 △1,591 　未払金 68 73 △5

　　　うち工作物 45,992 47,821 △1,829 　賞与等引当金 356 324 32

　　物品 1,148 1,130 18 　預り金 86 73 13

　無形固定資産 35 15 20

　投資その他の資産 10,030 9,478 552

　　うち長期貸付金 2,204 2,238 △34

　　うち財政調整基
　　金等以外の基金

6,812 6,224 588

2.流動資産 4,450 4,487 △37 負債合計 41,915 43,455 △1,540

　うち現金預金 1,749 1,903 △154

　うち財政調整基金
　等

2,400 2,311 89 純資産合計 79,403 79,561 △158

資産合計 121,317 123,016 △1,699 負債及び純資産合計 121,317 123,016 △1,699

 資産とは … 道路、学校、公園などの社会資本や、基金や投資など、現在・将来すべての世代に 

　　　　　　行政サービスを提供するための財産

 負債とは … 地方債（借金）など将来世代が 負担する分

 純資産とは … 市税や国県支出金など現在までの世代や国県 が負担した分

　年度末に保有する資産、負債、純資産の残高及び内訳を示した表です。

資産の部 負債の部

純資産の部

資産の部については、17.0億円減少しました。有形固定資産のうち事業用資産は、子育
て世代活動支援センター整備等の資産増加額以上に減価償却費が大きかったことから、6.6
億円の減となりました。また、投資その他の資産は、公共施設等整備基金やふるさと応援基
金への積立による基金（その他）の増などにより、5.5億円増加しました。

負債の部については、15.4億円減少しました。負債の大部分を占めるのが地方債であり、
１年以内償還分を合わせると負債合計の88.1％を占めている状況です。庁舎建替事業、コ
ミュニティセンター建替事業等の大規模事業に係る元金償還が増加したことなどにより、
16.1億円減少しています。
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～貸借対照表からわかること～
■市民一人当たりの資産と負債

各年度の人口は、令和4年度が令和5年1月1日の住民基本台帳登録人口77,232人、

令和5年度が令和6年1月1日の同人口75,838人です。（以下同じ）

■有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

　【減価償却累計額／（有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額】

■純資産比率【純資産／資産合計】

　有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過して
　いるかを表す指標。この指標が高いほど、施設の老朽化が進んでいるといえます。

　純資産に対する資産の比率を表す指標。この比率が高いほど、財政状況が健全であるといえます。

負 債

49万円178万円類 似 団 体

160万円 55万円 159万円 56万円一般会計等

-

資 産資 産 負 債

-

令和4年度令和5年度

令和5年度

66.2%

-

令和4年度

64.9%

63.4%

一般会計等

類 似 団 体

令和5年度

65.5%

-

令和4年度

64.7%

72.6%

一般会計等

類 似 団 体
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（２）一般会計等行政コスト計算書

（単位：百万円）

構成比 構成比

1.経常費用 36,892 100.0% 38,593 100.0% △1,701

　　業務費用 17,025 46.1% 18,877 48.9% △1,852

　　　うち人件費 5,088 13.8% 5,107 13.2% △19

　　　うち物件費等 11,461 31.1% 13,214 34.2% △1,753

　　移転費用 19,867 53.9% 19,716 51.1% 151

　　　うち補助金等 10,330 28.0% 10,827 28.1% △497

　　　うち社会保障給付 6,853 18.6% 6,406 16.6% 447

　　　うち他会計への繰出金 2,433 6.6% 2,458 6.4% △25

2.経常収益 833 100.0% 1,001 100.0% △168

　　使用料及び手数料 329 39.5% 293 29.3% 36

　　その他 504 60.5% 708 70.7% △204

純経常行政コスト
（1－2＝A）

36,059 - 37,591 - △1,532

3.臨時損失 51 - 82 - △31

4.臨時利益 17 - 66 - △49

純行政コスト
（A＋3－4）

36,092 - 37,608 - △1,516

～行政コスト計算書からわかること～
■市民一人当たりの純行政コスト ■受益者負担比率【経常収益／経常費用】

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表す指標。

　１年間に提供した行政サービスのうち資産形成につながらないサービスにかかった費用と収
益の状況を示した表です。

R5-R4
R5 R4

科　目

経常費用のうち、業務費用については、物件費の旧庁舎解体工事委託料やよねざわ食旅！
お得に日帰り旅行キャンペーン業務委託料の皆減などにより18.5億円減少し、経常費用全
体としては17.0億円の減少となりました。

経常収益については、スポーツ振興くじ助成金の減やテクノプラザ米沢出資金返還金の皆
減などにより、1.7億円減少しました。

この結果、純経常行政コストは15.3億円減少し、臨時の損益を加えた純行政コストは
15.2億円の減少となりました。

類 似 団 体

2.3%

-

2.6%

4.1%

令和5年度 令和4年度

一般会計等

行政サービスを

提供するために

要した経費

行政サービスの

受益者が負担す

る使用料、手数

料など

経常収益では賄

いきれなかった

分を、市税や国

県からの補助金

などで賄う分

類 似 団 体 - 41万円

令和5年度 令和4年度

一般会計等 48万円 49万円
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（３）一般会計等純資産変動計算書

（単位：百万円）

科　目 R5 R4 R5-R4

前年度末純資産残高 79,561 80,838 △1,277

  純行政コスト（△） △36,092 △37,608 1,516

  財源 35,634 36,235 △601

    税収等 24,964 24,683 281

　　　（市税、地方譲与税、地方交付税、
　　　　分担金及び負担金など）

    国県等補助金 10,670 11,552 △882

　　　（国庫支出金、県支出金など）

  本年度差額 △459 △1,373 914

  資産評価差額 9 2 7

  無償所管換等 292 93 199

　（無償で譲渡又は取得した固定資産の
　　評価額など）

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 △158 △1,278 1,120

本年度末純資産残高 79,403 79,560 △157

　純資産が、１年間でどのような要因により変動したかを示した表です。

財源のうち、税収等は市税や地方交付税の増などにより2.8億円増加しました。

国県等補助金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創成臨時交付金の減や子育

て世帯等臨時特別支援事業費補助金（価格高騰緊急支援）の皆減などにより8.8億

円減少しました。

純行政コストは15.2億円減少し、財源の減を上回ったものの、無償所管換等に

よる純資産の増を含め、本年度の純資産は1.6億円減少しました。
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（４）一般会計等資金収支計算書

（単位：百万円）

科　目 R5 R4 R5-R4

1.業務活動収支

　　業務支出 32,256 34,026 △1,770

　　　業務費用支出 12,390 14,310 △1,920

　　　移転費用支出 19,866 19,716 150

　　業務収入 35,528 35,751 △223

業務活動収支 3,272 1,725 1,547

2.投資活動収支

　　投資活動支出 6,972 5,609 1,363

　　投資活動収入 5,144 5,879 △735

投資活動収支 △1,828 270 △2,098

3.財務活動収支

　　財務活動支出 3,392 3,529 △137

　　財務活動収入 1,781 1,910 △129

財務活動収支 △1,611 △1,619 8

本年度資金収支額 △167 377 △544

前年度末資金残高 1,830 1,453 377

本年度末資金残高 1,663 1,830 △167

前年度末歳計外現金残高 73 81 △8

本年度歳計外現金増減額 13 △8 21

本年度末歳計外現金残高 86 73 13

本年度末現金預金残高 1,749 1,903 △154

　１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つに区分し、その
内訳を示した表です。

業務支出のうち、業務費用支出は、人件費の退職手当の減や、物件費の旧庁舎解体工事委
託料やよねざわ食旅！お得に日帰り旅行キャンペーン業務委託料の皆減などにより19.2億
円減少しました。また、業務収入についても、新型コロナウイルス感染症対応地方創成臨時
交付金の減や子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（価格高騰緊急支援）の皆減などによ
り2.2億円減少しましたが、業務支出の減少を下回ったため、業務活動収支は15.5億円増加
しました。

投資活動支出は、融資制度取扱金融機関貸付金や地域総合整備資金貸付金が減少したもの
の、公共施設等整備基金積立金の増などにより13.6億円増加しました。また、投資活動収
入については、都市構造再編集中支援事業費補助金の減などにより7.4億円減少し、投資活
動収支は、21.0億円減少しました。

財務活動収支については、地方債償還支出の減が地方債発行収入の減を上回り、0.1億円
増加しました。

これらの結果、本年度末資金残高は16.6億円となり、前年度より1.7億円減少しました。

行政サービスを行う中で、

毎年継続的に収入・支出

されるものの経費

学校、公園、道路など

の資産形成や、基金の

積立・取崩などの収支

市債の借入や償還など

の収支
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（５）一般会計等財務書類要約版

（単位：百万円） （単位：百万円）

固定資産 116,867 固定負債 37,898 経常費用 36,892 経常収益 833

 有形固定資産 106,802  地方債 33,414  業務費用 17,025  使用料手数料 329

　事業用資産 58,455  退職手当引当金 4,044 　人件費 5,088  その他 504

　インフラ資産 47,199  その他 440 　物件費等 11,461 臨時利益 17

　物品 1,148 流動負債 4,017 　その他 476

 無形固定資産 35 負債合計 41,915  移転費用 19,867

 投資その他 10,030 　補助金等 10,330

　社会保障給付 6,853

流動資産 4,450 　他会計繰出金 2,433

 現金預金 1,749 　その他 251

 基金 2,400 臨時損失 51

 その他 301

資産合計 121,317

（単位：百万円） （単位：百万円）

業務収入 35,528 業務支出 32,256

 税収等 24,934  業務費用支出 12,390 財源 35,634

 国県等補助金 9,763  移転費用支出 19,866  税収等 24,964

 使用料手数料 327 臨時支出 -  国県等補助金 10,670

 その他 503 投資活動支出 6,972

臨時収入 -  公共施設等整備 2,127

投資活動収入 5,144  基金積立金 2,781

 国県等補助金 907  その他 2,064 その他増減 △ 292

 基金取崩 2,112

 その他 2,125 財務活動支出 3,392

財務活動収入 1,781  地方債償還 3,392

 地方債 1,781  その他 -

 その他 -

本年度末現金残高 1,749

36,092

純　資　産　変　動　計　算　書

貸　　借　　対　　照　　表 行　政　コ　ス　ト　計　算　書

前年度末現金残高 1,903

前年度末
　純資産残高

79,561

純行政コスト 36,092

資　金　収　支　計　算　書

純資産合計 79,403

本年度末
　純資産残高

79,403

純行政コスト
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◇用語解説

 ○ 貸借貸借表

　‣ 事業用資産・・・・・ 公共サービスに供されている資産で、インフラ資産や物品以

　　　 外の資産（庁舎、学校、市営住宅など）

　‣ インフラ資産・・・・ 社会基盤となる資産（道路、橋りょう、上下水道など）

　‣ 物品・・・・・・・・ 車両、物品、美術品など

　‣ 無形固定資産・・・・ ソフトウェアや電話加入権など

　‣ 投資その他の資産・・ 有価証券や出資金、基金、積立金など

　‣ 現金預金・・・・・・ 手元現金や普通預金など

　‣ 未収金・・・・・・・ 税金や使用料などの未収金

　‣ 短期貸付金・・・・・ 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

　‣ 基金・・・・・・・・ 財政調整基金など

　‣ 棚卸資産・・・・・・ 売却目的保有資産

　‣ 徴収不能引当金・・・ 未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

　　　 （不能欠損額）を見積もったもの

　‣ 地方債等・・・・・・ 市が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの

　‣ 長期未払金・・・・・ 地方自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみ

　　　 なされるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分さ

れるもの以外

　‣ 退職手当引当金・・・ 職員全員が退職するものと仮定した場合に必要な退職金の額

　‣ 損失補償等引当金・・ 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方

　　　 公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来

負担額

　‣ 1年以内償還予定地方債等

　　  ・・・・・・・・・ 市が発行した地方債のうち、翌年度に償還予定のもの

　‣ 未払金・・・・・・・ 基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金

　　　 額が確定し、または合理的に見積もることができるもの

　‣ 未払費用・・・・・・ 一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、

　　　 基準日時点において既に提供された役務に対して、未だその

　　　 対価の支払を終えていないもの

　‣ 前受金・・・・・・・ 基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対

　　　 する義務の履行を行っていないもの

　‣ 賞与等引当金・・・・ 基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福

　　　 利厚生費

　‣ 預り金・・・・・・・ 基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返

　　　 負債（給与等から天引きした税金や社会保険料、契約保証金

など）
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 ○ 行政コスト計算書

　‣ 人件費・・・・・・・ 職員給与費や議員報酬、退職手当引当金繰入額など

　‣ 物件費等・・・・・・ 需用費や委託料、施設等の維持補修費や減価償却費など

　‣ その他の業務費用・・ 支払利息、徴収不能引当金繰入額など

　‣ 補助金等・・・・・・ 各種負担金や補助金など

　‣ 社会保障給付・・・・ 生活保護費などの社会保障費としての扶助費など

　‣ 他会計への繰出金・・ 特別会計への資金移動など

　‣ 使用料及び手数料・・ 行政サービスの受益者負担として徴収する使用料や手数料

　‣ 臨時損失・・・・・・ 災害復旧に要する経費や資産の除売却により生じた損失など

　‣ 臨時利益・・・・・・ 資産売却により生じた利益など

 ○ 資金収支計算書

　‣ 業務支出・・・・・・ 人件費、物件費等、補助金等、社会保障給付などの支出

　‣ 業務収入・・・・・・ 市税、業務活動の財源に充当した国県等補助金、使用料及び

　　　 手数料などの収入

　‣ 臨時支出・・・・・・ 災害復旧費などの支出

　‣ 臨時収入・・・・・・ 臨時にあった収入

　‣ 投資活動支出・・・・ 公共施設やインフラなどの有形固定資産の形成や基金の積立

　　 て、投資、貸付金などの支出

　‣ 投資活動収入・・・・ 投資活動の財源に充当した国県等補助金や基金の取崩しによ

　　　 る収入、貸付金にかかる元金回収など

　‣ 財務活動支出・・・・ 市債にかかる元金償還などの支出

　‣ 財務活動収入・・・・ 市債の借入などの収入
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